
業務及び財産の状況に関する説明書

令和５事業年度

全国電機販売生活協同組合

自   令和 ５年11月     1 日

至   令和 ６年10月31日



    一　組合の概況及び組織に関する事項

総 代 会

監 事 会

理 事 会 代表理事

審査委員会 専務理事

事 務 局

ロ 役員の氏名及び役職名 令和6年10月31日現在

役  職  名

理　事　長

副 理 事 長

〃

専 務 理 事

理　　 　事

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

監　　 　事

〃

〃

〃

ハ 事務所の名称及び所在地

　名称

　　　全国電機販売生活協同組合

　所在地

　

イ 業務運営の組織

牧野　伸彦

本田　敬喜

齋藤　光雄

伊藤　　茂

福田　勝則

湯浅　茂樹

坂口　昌弘

北原　國人

髙橋　文春

尾藤　武士

巽　　幸雄

河合　幸弘

氏　　　名

峯田　季志

青木　昭二

川辺　迅志

丹羽　　清

髙本　和典

 

　　　東京都文京区湯島三丁目６番１号
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二　組合の主要な業務の内容

  ・火災共済事業

  ・教育事業

三　組合の主要な業務に関する事項

イ 直近の事業年度における事業の概況
（単位：人、円、件）

令和５事業年度 令和５事業年度

8,760 34.63%

109,307,000 0

10,446 0.00%

18,562,000,000 0

37,124,000 0

12,854,193 17,821,163

ロ 直近の５事業年度における主要な業務の状況
（単位：円、口、人）

令和５事業年度 令和４事業年度 令和３事業年度 令和２事業年度 令和１事業年度

(1)  経常収益 56,244,503 41,160,582 39,390,190 34,065,951 34,591,244

(2)  経常剰余金 17,821,163 1,782,972 23,059,884 18,499,717 17,654,573

(3)  当期剰余金 16,003,563 977,572 21,382,584 16,489,217 15,530,873

 出資金 109,307,000 112,860,800 106,344,800 106,347,400 107,385,400

 出資口数 546,535 564,304 531,724 531,737 536,927

(5)  純資産額 189,994,196 177,544,433 186,029,661 176,968,427 173,020,440

(6)  総資産額 291,402,503 270,902,443 264,408,151 252,494,280 243,715,398

(7)  責任準備金残高 61,841,809 55,049,579 34,941,052 33,640,452 32,459,202

(8)  貸付金残高 0 0 0 0 0

(9)  有価証券残高 0 0 0 0 0

(10)  支払余力比率 5766.50% 9374.83% 4682.51% 4987.07% 4795.03%

 利用分量割戻金 11,879,680 0 15,978,800 12,318,750 11,503,230

 出資配当金 0 0 0 0 0

(12)  職員数 2 2 2 2 2

(13)  正味収入共済掛金※の額 37,124,000 38,046,000 37,160,000 33,750,000 34,338,000

※正味収入共済掛金 ＝ （受入共済掛金）－（解約返戻金＋再共済料）

(4)

受入共済掛金

事　業　費

収入再共済金

経 常 剰 余 金

(11)

区　　分

事 業 比 率

支 払 共 済 金

損　害　率

再 共 済 掛 金

区　　分

組 合 員 数

出 資 総 額

契 約 件 数

契 約 金 額
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ハ　直近の２事業年度における事業の状況

項目

（単位：円）

令和５事業年度 令和４事業年度

新契約高 18,562,000,000 19,023,000,000

保有契約高 18,562,000,000 19,023,000,000

（単位：円）

令和５事業年度 令和４事業年度

0 4,692,575

令和５事業年度 令和４事業年度

-2.42% 2.38%

（単位：円）

令和５事業年度 令和４事業年度

新契約 1,776,948 1,800,398

保有契約 1,776,948 1,800,398

令和５事業年度 令和４事業年度

0.00% 0.00%

(2)共済契約に
関する指標

火災共済

火災共済

　　 該当なし

火災共済

(1)主要な業務
の状況を示す指
標

火災共済

火災共済

　　 該当なし

４  月払契約の新契約平均共済掛金

３  解約失効率

２  新契約平均共済金額及び保有契約平均共済金額

記載事項

２　死亡保障、生存保障、入院保障、障害保障及び手術保障について、共済契約の
　種類ごとの保障機能別保有契約高

１　共済の種類ごとの新契約高及び保有契約高

１  共済の種類ごとの保有契約増加率

３  共済の種類ごとの支払共済金の額
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項目 記載事項

５  契約者割戻しの状況

　　　該当なし

　　　　　　　　　　　　　　　
６  再共済引受者の主要な者の数

　　　該当なし

７  再共済の引受者に対する再共済掛金の上位者への支払割合

　　　該当なし

８  共済契約を再保険に付した場合における当該再保険を引き受けた主要な保険会社等の
　適格格付業者による区分ごとの支払再保険料の割合

　　　該当なし

９  未収再共済金の額

　　　該当なし

10  第三分野共済の共済契約に係る給付事由又は共済事業の種類ごとの、発生共済金額の
　経過共済掛金に対する割合

　　　該当なし

１  責任準備金の積立方式及び積立率

  ⑴ 未経過共済掛金

　　　積立方式　消費生活協同組合法施行規則第179条第１項第２号の定めによる。

　　　積立率  　100％

  ⑵ 異常危険準備金

　　　積立方式　消費生活協同組合法施行規程第６条の定めによる。

　　　積立率  　100％

２  共済の特性ごとの契約者割戻準備金明細

　　　該当なし

３  貸倒引当金の明細

　　　該当なし

(3)経理に関す
る指標
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項目

（単位：円）

積立金区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

法定準備金 54,210,000 200,000 0 54,410,000

任意積立金
　　  管理ｼｽﾃﾑ保守積立金 1,347,900 1,000,000 132,000 2,215,900

法定準備金 49,930,000 4,280,000 0 54,210,000

任意積立金

　　  管理ｼｽﾃﾑ保守積立金 369,900 1,000,000 22,000 1,347,900

（単位：円）

令和５事業年度 令和４事業年度

2,235,175 2,426,824

388,849 392,438

2,624,024 2,819,262

806,288 635,922

115,466 247,023

231,501 236,093

0 0

18,389 17,331

268,980 268,980

136,048 133,215

2,041,144 2,644,366

169,714 878,037

275,000 275,000

85,330 30,000

633,450 22,000

293,524 293,524

8,905 1,943

88,835 69,052

5,172,574 5,752,486

2,629,450 2,731,450

2,428,145 3,273,310

5,057,595 6,004,760

12,854,193 14,576,508

記載事項

４  法定準備金及び任意積立金明細

科  目

　　　　　図書費

　　　　　消耗品費

５  事業経費の明細

　１ 人件費

　　  　　職員給与

　　  　　法定福利費

人件費合計

　２ 物件費

　　　　　印刷費

　　　　　交通費

　　　　　業務委託料

　　　　　通信費

令和４事業
年度

令和５事業
年度

事業経費合計

共済委託手数料合計

　　　　　借家料

　　　　　水道光熱費

　　　　　諸会議費

　　　　　顧問料

　　　　　情報処理委託料

　　　　　減価償却費

　　　　　租税公課

物件費合計

　３ 共済委託手数料

 　 　　　支払委託手数料

 　 　　　支払加入促進費

　　　　　雑費

　　　    教育事業費
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項目

（単位：円）

区分

 現金・預貯金

（単位：円）

区分 当期末残高 構成比 当期末残高 構成比

 現金・預貯金 290,570,851 100% 269,777,267 100%

合計 290,570,851 100% 269,777,267 100%

（単位：円）

区分 期末残高 利回り 期末残高 利回り

 現金・預貯金 290,570,851 0.020% 269,777,267 0.004%

合計 290,570,851 0.020% 269,777,267 0.004%

　 　　該当なし

　
　　該当なし

　
　　該当なし

　
　　該当なし

　
　　該当なし

記載事項

(4)資産運用に
関する指標

１  主要資産の区分ごとの平均残高

２  主要資産の区分ごとの構成及び増減

10　 共済契約貸付及び業種別の貸付金残高並びに当該貸付金残高の合計に対する割合

３・４  主要資産の区分ごとの運用利回り

５　 支払利息、金銭の信託運用費、売買目的有価証券運用損等

６　 利息及び配当金収入等明細

７　 有価証券の種類別残高

８　 有価証券の種類別の残存期間別残高

９　 業種別保有株式の額

58,206

受取利息

12,711

12,711

　 ３・４参照

令和４事業年度

58,206

令和５事業年度 令和４事業年度

262,227,944 248,524,092

令和５事業年度

当期増減額

20,793,584

20,793,584

受取利息

当期増減額

6,787,816

6,787,816

令和５事業年度 令和４事業年度
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項目

　 　　該当なし

　 　　該当なし

　
　　該当なし

　
　　該当なし

　
　　該当なし

（単位：円）

区分 令和５事業年度 令和４事業年度

　　ソフトウェア 831,652 1,125,176

合計 831,652 1,125,176

四 責任準備金に係る予定利率（別表第四関係）

該当なし

五 組合の業務の運営に関する事項

イ リスク管理の体制

ロ　法令遵守の体制

　個人情報保護方針や勧誘方針等については、職員に徹底指導しています。

ハ　第三分野共済の共済契約の合理性及び妥当性

　該当なし

必ず施錠できる場所に保管するよう徹底しています。

　情報管理等については、コンピューターのパスワードを設定し閲覧を職員のみに限定するとともに、

ウイルス対策を講じることで情報流出防止に努めています。

　

記載事項

11   使途別の貸付金残高

15　 海外投資運用利回り

　防犯対策として、全館管理を警備会社に依頼するなどの対策を講じています。重要書類についても

業務用固定資産残高

12　 担保の種類別貸付金残高

13　 外貨建資産等

14　 外国証券等

(5)その他の指
標
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六　組合の直近の２事業年度における財産の状況に関する事項

イ　貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書

（1）令和５事業年度

　   責任準備金

業務用固定資産 その他共済負債

　   ソフトウェア 　   前受共済掛金

その他負債

　   出資預り金

　   出資配当預り金

　   未払金

　   未払法人税等

　   預り金

　　 仮受金 1,000

組合員資本

　 剰余金

資 産 合 計

2,215,900　　 任意積立金

54,410,000

80,687,196

291,402,503

純 資 産 合 計 189,994,196

16,003,563

　　 当期未処分剰余金

貸　借　対　照　表

(単位:円)

　 出資金 109,307,000

(負債の部)(資産の部)

科　　目 金　　額

現金及び預金

負 債 ・ 純 資 産 合 計 291,402,503

　　　（うち当期剰余金）

24,061,296

（令和6年10月31日現在）

　　　全国電機販売生活協同組合

科　　目 金　　額

(純資産の部)

負 債 合 計 101,408,307

2,215,900

9,324

　　 法定準備金

1,817,600

395,040

109,307,000

　　　　管理システム保守積立金

61,841,809

290,515,361

61,841,809

831,652 36,266,000

290,570,851 共済契約準備金

500,424

　   現金 55,490

3,300,498

577,110

　   預貯金

831,652 36,266,000
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　共済契約準備金戻入額

　   責任準備金戻入額

　資産運用収益 　事業経費

　   利息及び配当金等収益 　  (１)人件費

　その他経常収益
　  (２)物件費

　  (３)共済委託手数料

当期未処分剰余金

2,624,024

285,380

経
　
　
　
　
常
　
　
　
　
損
　
　
　
　
益

18,776,917

　共済契約準備金繰入額

　　 責任準備金繰入額

18,776,917

58,206

58,206

7,925,733

税引前当期剰余金

16,003,563

当期首繰越剰余金

17,821,163

17,821,163

5,172,574

法人税等

24,061,296

経 常 剰 余 金

当期剰余金

1,817,600

管理システム保守積立金取崩額 132,000

　共済掛金等収入 　共済金等支払額

　   支払共済金

12,854,193

5,057,595

　   受入共済掛金

25,569,147

25,569,147

38,423,340経常費用

損　益　計　算　書

（自 令和5年11月1日　至 令和6年10月31日）

　　　　全国電機販売生活協同組合

(単位：円)

科　　目

37,124,000 0

経常収益 56,244,503

経
　
　
　
　
　
　
常
　
　
　
　
　
　
損
　
　
　
　
　
　
益

金　　額 科　　目 金　　額

037,124,000
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「剰余金処分案」 ⇒「剰余金処分計算書」に訂正の上貼り付け

１．この決算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

２．重要な会計方針

　　(1) 固定資産の減価償却の方法

         ソフトウェアは利用期間（５年）に基づく定額法を採用しています。

　　(2) 未経過共済掛金の積立方法

         消費生活協同組合法第50条の７に基づく準備金であり、消費生活協同組合法施行規則

         第179条第１項第２号に基づき計上しています。

　　(3) 異常危険準備金の積立方法

         消費生活協同組合法第50条の７に基づく準備金であり、消費生活協同組合法施行規則

         第179条第１項第３号に基づき計上しています。

　

(単位：円)

剰余金処分案に関する注記

　  (1) 利用分量割戻金は、定款第77条により割り戻すものとし、受入共済掛金に32.0％を

　　 　 乗じた額とする。

　  (2) 次期繰越剰余金には、消費生活協同組合法第51条の４の教育事業等繰越金800,179円

         が含まれる。

 　 (3) 任意積立金の積立は以下のとおりとする。

　　　  管理システム保守積立金は、組合員名簿システムの保守を目的とし、3,000,000円の

　　　  目標額に対して当期800,000円を積み立てる。

24,061,296

　１ 法定準備金

Ⅰ 当期未処分剰余金

　2  利用分量割戻金

　　 管理システム保守積立金

剰　余　金　処　分　計　算　書

　　　全国電機販売生活協同組合

科　　目 金　　額

Ⅲ 剰余金処分額

800,000

24,061,296

3,210,000

Ⅱ 任意積立金取崩額

Ⅳ 次期繰越剰余金 8,171,616

　3 任意積立金

0

11,879,680
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（2）令和４事業年度

　   責任準備金

業務用固定資産 その他共済負債

　   ソフトウェア 　   前受共済掛金

　   出資預り金

　   出資配当預り金

　   預り金

　   未払金

　   未払法人税等

組合員資本

　 剰余金

1,125,176

35,808,000

64,683,633

35,808,000

607,140

資 産 合 計

1,347,900

負 債 合 計 93,358,010

貸　借　対　照　表

(単位:円)

　 出資金 112,860,800

(負債の部)

270,902,443 負 債 ・ 純 資 産 合 計 270,902,443

　　　（うち当期剰余金）

純 資 産 合 計 177,544,433

977,572

　　 当期未処分剰余金

（令和5年10月31日現在）

　　　全国電機販売生活協同組合

547,447

科　　目 金　　額

共済契約準備金

(資産の部)

　   預貯金

269,777,267

1,347,900

　　 任意積立金

54,210,000

112,860,800

　　　　管理システム保守積立金

9,125,733

8,473

805,400

(純資産の部)

531,971

　　 法定準備金

269,777,267

その他負債

55,049,579

1,125,176

2,500,431

科　　目 金　　額

現金及び預金 55,049,579
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　資産運用収益

　   利息及び配当金等収益

　その他経常収益

　  (１)人件費

　  (２)物件費

当期未処分剰余金

管理システム保守積立金取崩額 22,000

9,125,733

経 常 剰 余 金

当期剰余金

805,400

14,576,508

　  (３)共済委託手数料

2,819,262

20,108,527

3,101,871 　事業経費

8,126,161

税引前当期剰余金 1,782,972

977,572

当期首繰越剰余金

4,692,575

5,752,486

　   支払共済金

12,711

6,004,760

1,782,972

　　 責任準備金繰入額

38,046,000

　共済契約準備金繰入額

法人税等

12,711

経
　
　
　
　
常
　
　
　
　
損
　
　
　
　
益

損　益　計　算　書

（自 令和4年11月1日　至 令和5年10月31日）

　　　　全国電機販売生活協同組合

(単位：円)

科　　目

　共済掛金等収入 　共済金等支払額

経常収益 41,160,582 経常費用

　   受入共済掛金経
　
　
　
　
　
　
常
　
　
　
　
　
　
損
　
　
　
　
　
　
益

金　　額 科　　目 金　　額

4,692,57538,046,000

39,377,610

20,108,527
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１．この決算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

２．重要な会計方針

　　(1) 固定資産の減価償却の方法

         ソフトウェアは利用期間（５年）に基づく定額法を採用しています。

　　(2) 未経過共済掛金の積立方法

         消費生活協同組合法第50条の７に基づく準備金であり、消費生活協同組合法施行規則

         第179条第１項第２号に基づき計上しています。

　　(3) 異常危険準備金の積立方法

         消費生活協同組合法第50条の７に基づく準備金であり、消費生活協同組合法施行規則

         第179条第１項第３号に基づき計上しています。

　

(単位：円)

剰余金処分案に関する注記

　  (1) 次期繰越剰余金には、消費生活協同組合法第51条の４の教育事業等繰越金48,879円

         が含まれる。

 　 (2) 任意積立金の積立は以下のとおりとする。

　　　  管理システム保守積立金は、組合員名簿システムの保守を目的とし、3,000,000円の

　　　  目標額に対して当期1,000,000円を積み立てる。

　　 管理システム保守積立金 1,000,000

Ⅳ 次期繰越剰余金 7,925,733

　2 任意積立金

Ⅱ 任意積立金取崩額 0

Ⅲ 剰余金処分額 9,125,733

　１ 法定準備金 200,000

剰　余　金　処　分　計　算　書

　　　全国電機販売生活協同組合

科　　目 金　　額

Ⅰ 当期未処分剰余金 9,125,733
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ロ　貸付金のうち次のものの額及び合計

 （1）破綻先債権

　　　　　 該当なし

 （2）延滞債権

　　　　　 該当なし

 （3）３ヶ月以上延滞債権

　　　　　 該当なし

 （4）貸付条件緩和債権

　　　　　 該当なし

ハ　債権（貸借対照表の貸付金）

 （1）破産更生債権等

　　　　　 該当なし

 （2）危険債権

　　　　　 該当なし

 （3）要管理債権

　　　　　 該当なし

 （4）正常債権

　　　　　 該当なし

ニ　共済金等の支払能力の充実の状況

（単位：１及び２は千円、３は％）

令和５事業年度 令和４事業年度

214,887 212,817

177,315 176,544

0 0

37,572 36,273

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

7,453 4,540

7,307 4,451

0 0

0 0

0 0

146 89

5,766.50 9,374.83
３．支払余力比率
　　（支払余力総額）／｛1/2×（リスクの合計額）｝×100

一般共済リスク相当額

巨大災害リスク相当額

予定利率リスク相当額

資産運用リスク相当額

経営管理リスク相当額

(10) 共済掛金積立金等余剰部分及び負債性資本調達手段等
    （不算入額控除後）

２．リスクの合計額

(6) 土地の含み損益

(7) 契約者割戻準備金未割当部分

(8) 繰延税金資産の不算入額

(9) 税効果相当額（不算入額の控除後）

１．支払余力総額

(1) 出資金等

(2) 価格変動準備金

(3) 異常危険準備金

(4) 一般貸倒引当金

(5) その他有価証券評価差額

14 



ホ　次に掲げるものに関する取得価額、評価損益

 （1）有価証券

　　　　　 該当なし

 （2）金銭の信託

　　　　　 該当なし

 （3）デリバティブ取引

　　　　　 該当なし

へ　貸倒引当金の期末残高及び期中増減額

　　　　　 該当なし

ト　貸付金償却の額

　　　　　 該当なし

七　重要事象等について

　　　　　 該当なし

事務所について

一　共済事業以外の事業の用に供される事務所

　　　　該当なし

二　一時的に設置する事務所

　　　　該当なし

三　無人の事務所

　　　　該当なし

以上
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